
宇陀市地域公共交通活性化再生協議会規約（新旧対照表） 

改定案 現 行 

（設置） 
第１条 この会は、地域公共交通の活性化及び再生に関する
法律（平成１９年法律第５９号。以下「法」という。）第
６条の規定に基づき、地域公共交通総合連携計画（以下「連
携計画」という。）の作成に関する協議及び連携計画の実
施に係る連絡調整を行うため、協議会として設置する。 

  なお、この協議会は道路運送法（昭和２６年法律第１８

３号）に規定する地域公共交通会議の性格を有するものと

する。

第２条～３条 略 
 （事業） 
第４条 協議会は、次に掲げる事項を協議し、関係する事業
を行う。 

(１) 連携計画の作成及び変更に関する事項 

(２) 連携計画の実施に関する事項 

(３) 宇陀市の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及

び運賃、料金等に関すること。 

(４) 市営有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に

関すること。 

 (５) 協議会の運営に関すること。 
(６) その他協議会が必要と認めること。
（組織） 

第５条 協議会は、別に定める委員をもって組織する。 
２ 協議会に提案する事項について、協議又は調整をするた
め、必要に応じて専門部会を置くことができる。 
３ 専門部会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に
定める。 
４ 前条各号に掲げる事項についての調査、検討を行うため、
必要に応じて分科会を置くことができる。 

（設置） 
第１条 この会は、地域公共交通の活性化及び再生に関する
法律（平成１９年法律第５９号。以下「法」という。）第
６条の規定に基づき、地域公共交通総合連携計画（以下「連
携計画」という。）の作成に関する協議及び連携計画の実
施に係る連絡調整を行うため、協議会として設置する。 

 

 
 

第２条～３条 略 
 （事業） 
第４条 協議会は、次に掲げる事項を協議し、関係する事業
を行う。 

(１) 連携計画の作成及び変更に関すること。 

(２) 連携計画の実施に関すること。 

(３) 協議会の運営に関すること。 

(４) その他協議会が必要と認めること。 
 
 
 
 
 
（組織） 

第５条 協議会は、別に定める委員をもって組織する。 
 

 

 

 
 

資料２－２ 

 



 

５ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定
める。 
第６条 略 
（役員の定数及び選任） 

第７条 協議会に、次の役員を置く。 
(１) 会 長 １名 
(２) 副会長 １名 
(３) 監査員 ２名 

２ 前項の役員は、委員の中から協議会の会議（以下「会議」
という。）において互選により選任する。 

３ 会長、副会長及び監査員は、相互に兼ねることはできな
い。 
（役員の職務） 

第８条 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその
職務を代理し、会長が欠けたときはその職務を行う。 

３ 監査員は、次の各号に掲げる業務を行う。 
(１) 協議会の業務執行及び会計の状況を監査すること。 
(２) 前号において不整な事実を発見したときは、これを会

議に報告すること。 
第９条～１１条 略 
（会議の運営） 

第１２条 協議会の会議は、次のとおりとする。 
２ 会議は、会長が招集する。 
３ 会議の議長は、会長が指名する。 
４ 会議は、会長が必要と認めたときに開催する。 
５ 会議は原則として公開とする。 
 

 

（会議の議決方法等） 
第１３条 会議は、委員の過半数の出席がなければ、開くこ
とができない。 

 
 

第６条 略 

（役員の定数及び選任） 
第７条 協議会に、次の役員を置く。 

(１) 会 長 １名 
(２) 副会長 １名 
(３) 監査員 ２名 

２ 前項の役員は、委員の中から総会において互選により選
任する。 

３ 会長、副会長及び監査員は、相互に兼ねることはできな
い。 
（役員の職務） 

第８条 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその
職務を代理し、会長が欠けたときはその職務を行う。 

３ 監査員は、次の各号に掲げる業務を行う。 
(１) 協議会の業務執行及び会計の状況を監査すること。 
(２) 前号において不整な事実を発見したときは、これを総

会に報告すること。 
第９条～１１条 略 
（総会の運営） 

第１２条 協議会の総会は、通常総会及び臨時総会とする。

２ 総会は、会長が招集する。 
３ 総会の議長は、会長が指名する。 
４ 通常総会は、毎年１回以上開催する。 
５ 臨時総会は、会長が必要と認めたときに開催する。 
６ 総会は原則として公開とする。 
 
（総会の議決方法等） 

第１３条 総会は、委員の過半数の出席がなければ、開くこ
とができない。 
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２ 会議の議事は、第１５条に規定するものを除き、出席委
員の過半数をもって可決し、可否同数のときは、会長の決
するところによる。 
（会議の権能） 

第１４条 会議は、この規約において定めるもののほか、次
の各号に掲げる事項を議決する。 
(１) 事業計画及び収支予算の設定又は変更に関すること。
(２) 事業報告及び収支決算に関すること。 
(３) 協議会規約の制定及び改廃に関すること。 
(４) 第４条各号に関すること。 
(５) その他協議会の運営に関する重要な事項。 
（特別議決事項） 

第１５条 次の各号に掲げる事項は、会議において、出席委
員の３分の２以上による議決を必要とする。 
(１) 協議会規約の変更 
(２) 協議会の解散 
(３) 委員の除名 
(４) 役員の解任 
（書面又は代理人による表決） 

第１６条 やむを得ない理由により会議に出席できない委員
は、あらかじめ通知された事項につき、書面又は代理人を
もって議決権を行使することができる。 

２ 前項の書面は、会議の開催の日の前日までに協議会に到
着しないときは、無効とする。 

３ 第１３条第１項及び第３項並びに第１５条の規定の適用
については、第１項の規定により議決権を行使した者は、会
議に出席したものとみなす。 

 （協議結果の尊重義務） 
第１７条 会議で協議が整った事項については、協議会の委
員はその協議結果を尊重しなければならない。 
（議事録） 

第１８条 会議の議事については、議事録を作成しなければ
ならない。 

 
２ 総会の議事は、第１５条に規定するものを除き、出席委
員の過半数をもって可決し、可否同数のときは、会長の決
するところによる。 
（総会の権能） 

第１４条 総会は、この規約において定めるもののほか、次
の各号に掲げる事項を議決する。 
(１) 事業計画及び収支予算の設定又は変更に関すること。
(２) 事業報告及び収支決算に関すること。 
(３) 協議会規約の制定及び改廃に関すること。 
(４) 第４条各号に関すること。 
(５) その他協議会の運営に関する重要な事項。 
（特別議決事項） 

第１５条 次の各号に掲げる事項は、総会において、出席委
員の３分の２以上による議決を必要とする。 
(１) 協議会規約の変更 
(２) 協議会の解散 
(３) 委員の除名 
(４) 役員の解任 
（書面又は代理人による表決） 

第１６条 やむを得ない理由により総会に出席できない委
員は、あらかじめ通知された事項につき、書面又は代理人
をもって議決権を行使することができる。 

２ 前項の書面は、総会の開催の日の前日までに協議会に到
着しないときは、無効とする。 

３ 第１３条第１項及び第３項並びに第１５条の規定の適
用については、第１項の規定により議決権を行使した者
は、総会に出席したものとみなす。 

 （協議結果の尊重義務） 
第１７条 総会で協議が整った事項については、協議会の委
員はその協議結果を尊重しなければならない。 
（議事録） 

第１８条 総会の議事については、議事録を作成しなければ
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２ 議事録は、少なくとも次の各号に掲げる事項を記載する。
(１) 開催日時及び開催場所 
(２) 委員の現在数、当該会議に出席した委員数、第１６条

第３項により当該会議に出席したと見なされた者の数
及び当該会議に出席した委員の氏名 

(３) 議案 
(４) 議事の経過の概要及びその結果 
（事務局） 

第１９条 会議の決定に基づき協議会の業務を執行するた
め、事務局を置く。 

第２０条 略 
（書類及び帳簿の備付け） 

第２１条 協議会は、第３条の事務所に次の各号に掲げる書
類及び帳簿を備え付けておかなければならない。 
(１) 協議会規約及び前条各号に掲げる規程 
(２) 委員等の氏名及び住所を記載した書類等 
(３) 収入及び支出に関する証拠書類及び帳簿等 
(４) 会議の議事録 
(５) その他前条各号に掲げる規程に基づく書類及び帳簿

等 
（事業年度） 

第２２条 協議会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌
年３月３１日に終わる。 
（経費） 

第２３条 協議会の業務に要する経費は、負担金、補助金、
繰越金及びその他の収入をもって充てる。 
（監査等） 

第２４条 会長は、毎事業年度終了後、次の各号に掲げる書
類を作成し、会議の開催の日の２０日前までに監査員に提
出して、その監査を受けなければならない。 
(１) 事業報告書 
(２) 収支決算書 

２ 監査員は、前項の書類を受領したときは、これを監査し、

ならない。 
２ 議事録は、少なくとも次の各号に掲げる事項を記載する。

(１) 開催日時及び開催場所 
(２) 委員の現在数、当該総会に出席した委員数、第１６

条第３項により当該総会に出席したと見なされた者
の数及び当該総会に出席した委員の氏名 

(３) 議案 
(４) 議事の経過の概要及びその結果 
（事務局） 

第１９条 総会の決定に基づき協議会の業務を執行するた
め、事務局を置く。 

第２０条 略 
（書類及び帳簿の備付け） 

第２１条 協議会は、第３条の事務所に次の各号に掲げる書
類及び帳簿を備え付けておかなければならない。 
(１) 協議会規約及び前条各号に掲げる規程 
(２) 委員等の氏名及び住所を記載した書類等 
(３) 収入及び支出に関する証拠書類及び帳簿等 
(４)  総会の議事録 
(５) その他前条各号に掲げる規程に基づく書類及び帳簿

等 
（事業年度） 

第２２条 協議会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌
年３月３１日に終わる。 
（経費） 

第２３条 協議会の業務に要する経費は、負担金、補助金、
繰越金及びその他の収入をもって充てる。 
（監査等） 

第２４条 会長は、毎事業年度終了後、次の各号に掲げる書
類を作成し、総会の開催の日の２０日前までに監査員に提
出して、その監査を受けなければならない。 
(１) 事業報告書 
(２) 収支決算書 
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監査報告書を作成して会長に報告するとともに、会長はそ
の監査報告書を会議に提出しなければならない。 

第２５条～２７条 略 

 

２ 監査員は、前項の書類を受領したときは、これを監査し、
監査報告書を作成して会長に報告するとともに、会長はそ
の監査報告書を総会に提出しなければならない。 

第２５条～２７条 略 
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